
Ⅰ 組織の使命

令和7年度(2025年度)企画部運営方針

企画部は，将来を見据えた総合的で計画的な行政運営を図るための総合計画に関することをはじめ，重要政策

の企画および調整，さらには，地域の国際化や広報・広聴，東部４支所管内の地域振興，広域行政に関すること

を所管しています。

企画部のミッション（使命）は，

広い視野で多角的に将来を見通す努力を怠ることなく，地域の環境や歴史，人・もの・情報などの価値を捉え，

庁内各部局と連携を図りながら，市民ニーズを的確に把握し，市民や各種団体，企業等と協働して，部局横断的

な課題や社会情勢の変化に対応した新たな政策課題に取り組み，将来にわたって活力を持続できる地域づくりを

めざすことです。

このため，企画部は，以下に掲げる組織の基本方針に基づき，庁内各部局と連携し，総合計画等の進行管理お

よび各種計画の調整とともに，広報・広聴活動をはじめ，重要政策の企画および調整，デジタル変革などの新た

な政策課題に対応した施策の事業化のほか，喫緊の課題である人口減少対策などに取り組んでまいります。

○ 総合的で計画的な行政運営を図ります。

市民，企業，団体および行政が一体となって取り組むべき指針として策定した総合計画における基本構想

の将来像「北のクロスロードHAKODATE～ともに始める 未来を拓く～」の実現に向け庁内各部局と連携し，

基本構想の実施計画および分野別の各種計画等を推進します。

○ 部局横断的に人口減少対策の取り組みを進めます。

加速する人口減少に対応するため，部局横断的に取り組むための人口減少対策本部を運営するとともに，

移住の促進に取り組むことで，若者をはじめとする多くの方に選ばれるまちの実現をめざします。

○ 市民協働や企業との連携によるまちづくりを進めます。

政策立案や施策，事業の推進に際し，ソーシャルメディア等の各種ツールを活用するなど効果的な広報・

広聴活動を実施し，市民に幅広い周知を図るとともに，多様な分野の市民や各種団体，企業等との協働によ

る取り組みを進めます。

○ 新たな政策課題や横断的な行政課題に積極的に取り組みます。

まちの活力を持続し，まちづくりを推進するため，社会経済情勢を踏まえた新たな政策課題や横断的な行

政課題に対応した，新規施策の事業化等にデジタルを活用するなど積極的に取り組みます。

Ⅱ 組織の基本方針



令和7年度(2025年度)企画部運営方針

Ⅲ 年度評価 総評

企画部は，将来を見据え，総合的で計画的な行政運営をめざし，総合計画や重要政策，地域の国際化，広報広

聴，東部４支所管内の地域振興，広域行政の推進等に取り組んでいます。

総合的・計画的な行政運営を図るため，総合計画および活性化総合戦略の推進に努めるとともに，新たな基本

構想（2027～）の策定に着手し，ワークショップの開催などを通じて，市民意見の聴取に取り組みました。

重要施策の企画・調整として，市民協働の推進や企業，高等教育機関との連携等に努めるとともに，函館国際

水産・海洋都市構想の推進においては，新たな養殖産業の創出と若者の雇用機会の創出をめざす地方大学・地域

産業創生交付金事業について実施計画に従い各事業に取り組んだほか，北極域研究船の誘致活動やブルーカーボ

ンの活用等を図るため，関連企業と連携協定の締結を行うとともに市民向けの普及啓発イベントを実施しました。

また，「函館市看護系大学等設置に関する検討会議」から提出された取りまとめ報告書や未来大学との実務者

協議を踏まえ，市として未来大学への看護学部設置が必要であると判断し，函館圏公立大学広域連

合を通じて未来大学に設置の検討を依頼しました。

お試し移住事業の実施や移住サポーター等による相談対応，函館市特定居住促進計画策定など移住・二地域居

住等の促進に取り組むとともに，人口減少対策本部において，政策アドバイザーからの意見を踏まえ，具体的な

人口減少対策を協議したほか，さらなる雇用の創出・拡大を図るためプロジェクトチームを設置しました。

そのほか，北海道新幹線の札幌開業の早期実現に向けた取り組みや新幹線の函館駅乗り入れに関する検討，道

南いさりび鉄道への支援に取り組んだほか，公共交通運転手の確保のための二種免許取得に係る補助や生活路線

バス事業者に対し，生活交通路線の維持に係る運行補助を行いました。

「函館市デジタル変革推進ビジョン」に基づき，引き続きスマホ相談窓口を開設したほか，官民協働による総

務省の実証事業への協力および実証事業で得られた人流データ等の具体的な活用の検討に取り組みました。あわ

せて，函館市公式ＬＩＮＥを活用した避難訓練の実証実験やリーダー養成研修の実施など，オンラインサービス

の向上を図りました。また，新たに最高ＡＩ責任者を設置し，ＡＩの利活用・リスク管理に係るガバナンス体制

を明確化しました。

市の国際化推進として，地域で生活する外国人支援のため，生活上のニーズ調査のアンケートや日本語教室の

開催など，安心して生活できる環境整備に努めました。

広報・広聴機能の充実として，市政はこだての特集ページやＳＮＳによる発信などを通じたわかりやすい広報

に努めるとともに，ＳＮＳの効果的な利用をめざすために「函館市ソーシャルメディア利用ガイドライン」を改

訂しました。

東部地区の地域振興では，財政上の支援措置等を活用しながら，過疎地域の持続的な発展をめざす指針とする

ため，新たな函館市過疎地域持続的発展計画（2026～2030）を策定しました。

広域行政の推進として，南北海道の各自治体と連携・協力し，広域的課題に取り組んだほか，青函両市民の交

流機会の拡大を促進しました。

いずれの項目についても，ほぼ当初に掲げた目標を達成することができました。



・主要施策，事務事業 

区分 担当課 評価 評価の説明 

１ 総合的・計画的な行政運営 

 (1) 函館市総合計画の推進 

  ・函館市総合計画[基本構想(2017
～2026)，基本構想実施計画
(2025～2029)]に基づき，市民等
と行政が一体となったまちづく
りに取り組むとともに，新たな
基本構想（2027～）の策定に着
手します。 

計画調整課 Ｂ 

・函館市基本構想(2017～2026)については，出前
講座などを活用し市民周知に努めたほか，ワー
クショップの開催による市民意見の聴取など，
新たな基本構想（2027～）の策定に着手しまし
た。実施計画については，同計画として位置付
けている第３期函館市活性化総合戦略(2025～
2029)において総合的かつ計画的に施策を推進し
た。 

 (2) 函館市活性化総合戦略の推進 

  ・広く関係者の意見を反映させる 
ための「まち・ひと・しごと創 
生推進会議」を開催し，第２期 
函館市活性化総合戦略の評価・ 
検証を踏まえ，国の新しい地方 
経済・生活環境創生交付金（第 
２世代交付金）や企業版ふるさ 
と納税などを活用し，第３期総 
合戦略の推進を図ります。 

計画調整課 Ｂ 

・学識経験者等で構成する「まち・ひと・しごと
創生推進会議」を通じて，第２期函館市活性化
総合戦略（2020～2024）の総括的な評価・検証
を行うとともに，引き続き，国の地方創生関係
の交付金などを活用しながら，第３期総合戦略
（2025～2029）の推進を図った。 

 
・企業版ふるさと納税について，新たに寄附対象
事業のプロジェクト化によるＰＲや民間事業者
による寄附見込企業とのマッチング支援の活用
を開始し，寄附の増額を図った。 

 (3) 国等への要望活動の実施 

  ・国等への要望事項を函館市重点 
推進事項として取りまとめ，議 
会とともに要望活動を行うほか,
全国・全道市長会等を通じ国の
政策等への提言・要望を行いま
す。 

計画調整課 Ｂ 

・函館市重点推進事項を取りまとめるとともに，
国等の施策や予算に関して地域の意見を反映さ
せるため，市議会および北海道市長会等関係機
関と連携し，国等への要望活動を行った。 

２ 重要政策の企画および調整の実施 

 (1) 市民協働や企業との連携の推進 

  ・市民協働の推進を目的に，地域 
交流まちづくりセンターを拠点 
として，市民活動を支援するほ 
か，企業等との連携協定を活用 
し，まちづくりに協働で取り組 
みます。 

企画管理課 Ｂ 

・地域交流まちづくりセンターの指定管理を通じ
て市民活動を支援するとともに，市と企業等が
複数の分野において，それぞれが有する資源を
有効に活用し，協働で取り組むための包括連携
協定の調整を行った。 

  

令和７年度(2025 年度)企画部運営方針（年度評価） 



 (2) 函館国際水産・海洋都市構想の推進 

  ・国際水産・海洋総合研究セン
ターや臨海研究所において，企
業，研究者，学術研究機関の間
の連携および交流の充実に努め
るとともに，地方大学・地域産
業創生交付金事業の推進や北極
域研究船の寄港誘致およびブ
ルーカーボンの活用を図るなど,
国際的な水産・海洋に関する学
術研究拠点都市をめざします。 

水産海洋・ 

高等教育 

担当 

Ｂ 

・採択を受けた地方大学・地域産業創生交付金事
業の計画４年目として，実施計画に従い各事業
に取り組み，キングサーモンとコンブについて
は，完全養殖に向けた研究開発を実施し，大学
改革・人材育成においては，人材育成プログラ
ムの構築と推進を図った。 

 
・ＪＡＭＳＴＥＣにおいて建造中の北極域研究船
（令和８年度(2026年度)竣工予定）の函館への
寄港について，関係機関への誘致活動を行った｡ 

 
・ブルーカーボンの活用等については，関連企業
と自然資源の環境価値に係る連携協定を締結し
たほか，ブル―カーボンに関する市民向けの普
及啓発イベントを実施した。 

 (3) 高等教育機関の連携 

  ・市内の８つの高等教育機関と経
済界とともに設置しているキャ
ンパス・コンソーシアム函館に
おいて，合同研究発表会などの
各種事業を円滑に実施するほか,
函館・高等教育プラットフォー
ム中長期計画に基づき，高等教
育に係る課題解決や高等教育機
関の連携事業に取り組みます。 

水産海洋・ 

高等教育 

担当 

Ｂ 

・函館・大学センター構想に基づき，キャンパス･
コンソーシアム函館に参画し，単位互換事業，
合同公開講座「函館学」や合同研究発表会「ア
カデミックリンク」の開催など高等教育機関と
の連携事業を行った。 

 
・アカデミックリンクに関しては，学生が広く研
究成果を発表するとともに，学生同士による活
発な意見交換が行われた。 

 (4) 看護人材の養成 

  ・「函館市看護系大学等設置に関
する検討会議」から提出された
「取りまとめ報告書」を基に，
大学等設置についての方向性を
検討します。 

看護系大学

等担当 
Ｂ 

・未来大学との間で，学部設置に係る経費や運営
体制などについて，実務者による協議を行った｡ 

 
・検討会議から提出された「取りまとめ報告書」
や未来大学との実務者協議を踏まえ，市として
未来大学への学部設置が必要であると判断し，
広域連合を通じて未来大学に検討を依頼した。 

 (5) 移住者等の誘致・人口減少対策の推進 

  ・地域の魅力のＰＲや生活にかか
る情報の発信，お試し移住の実
施や移住支援金の支給など移住
の促進に取り組むとともに，関
係人口創出に向けて二地域居住
者の誘致の取り組みを検討する
ほか，政策アドバイザーからの
意見を踏まえ，人口減少対策本
部において部局横断的な対策を
検討します。 

移住・人口

減担当 
Ｂ 

・本市の魅力や各種施策のＰＲなどのＳＮＳ等に
よる情報発信のほか，お試し移住の実施，移住
サポートセンターや移住サポーターとの連携に
よる相談対応など移住の促進に取り組んだ。 

 
・二地域居住者を誘致し地域活性化を図るため，
函館市特定居住促進計画を策定した。 

 
・人口減少対策をはじめとする重要課題について
の意見をいただくため，政策アドバイザー意見
交換会を開催した。 

 
・人口減少対策本部において具体的な取り組みを
協議するとともに，さらなる雇用の創出・拡大
を図るためプロジェクトチームを設置した。 

  



 (6) デジタル変革の推進 

  ・「函館市デジタル変革推進ビ
ジョン」に基づき，「デジタル
デバイド（情報格差）対策」に
取り組むとともに，官民協働の
推進体制である「函館市デジタ
ル変革推進プラットフォーム」
において，地域課題の解決に取
り組むことで，継続的に本市の
デジタル変革を推進します。 

地域 

デジタル課 
Ｂ 

・「函館市デジタル変革推進ビジョン」に基づき,
引き続きスマホ相談窓口を開設したほか，官民
協働による総務省の実証事業への協力および実
証事業で得られた人流データ等の具体的な活用
の検討に取り組んだ。あわせて，函館市公式Ｌ
ＩＮＥを活用した避難訓練の実証実験やリー
ダー養成研修の実施など，オンラインサービス
の向上を図った。 

 
・新たに最高ＡＩ責任者を設置し，ＡＩの利活
用・リスク管理に係るガバナンス体制を明確化
した。 

 (7) 鉄道旅客輸送の充実・支援 

  ・北海道新幹線の札幌開業の早期
実現に向けた取り組みの実施や,
札幌開業に伴う並行在来線のあ
り方について，北海道や沿線自
治体と協議を進めるとともに，
新幹線の函館駅乗入れについて
検討します。 

  また，道南いさりび鉄道株式
会社への支援を行います。 

新幹線対策

担当 
Ｂ 

・「北海道新幹線並行在来線対策協議会渡島ブ
ロック会議」においてＪＲ北海道からの経営分
離後の並行在来線のあり方に関わって協議を
行った。 

 
・札幌開業の早期実現に向けた要望活動のほか，
関係機関との協議など新幹線の函館駅乗り入れ
に関する検討を行った。 

 
・道南いさりび鉄道株式会社に対して財政的支援
を継続するとともに，「道南いさりび鉄道地域
応援隊」等による利用促進に関する取り組みを
実施した。 

 (8) 持続可能な公共交通網の構築 

  ・将来にわたって持続可能な公共
交通網を構築するため，地域公
共交通計画に基づいた新技術を
活用した新たな移動サービスの
活用検討や公共交通運転手の確
保などの取り組みを進めるとと
もに，生活交通路線維持のため
の補助を実施します。 

交通政策課 Ｂ 

・新技術を活用した交通の検討の一環として，令 
 和６年度(2024年度)に実施した西部地区ＡＩデ 
 マンド交通実証運行に係る報告書を地域公共交 
 通協議会においてとりまとめた。 
 
・運転手不足への対応として，二種免許取得に係 
 る補助を行った。 
 
・生活路線バス事業者に対し，生活交通路線の維 
 持に係る運行補助を行った。 

３ 地域の国際化の推進 

 (1) 地域の国際化の推進 

  ・姉妹・友好交流都市を中心に世
界各国の人々との様々な交流を
図るとともに，地域で生活する
外国人に対し，日本語教室の開
催や相談窓口の周知などにより,
安心してともに生活できる環境
を整備し，互いの文化や多様な
価値観を認め合う多文化共生を
推進します。 

国際・地域

交流課 
Ｂ 

・市民と在住外国人と様々な交流事業を実施し， 
相互理解の促進に取り組んだ。 

 
・外国人生活相談窓口の開設や日本語教室の開催
などの支援を行ったほか，市内に在住する18歳
以上の外国人住民に対するニーズ調査，ＳＮＳ
を活用した生活や市政に関する情報の多言語発
信など，在住外国人が安心して生活できる環境
を整備し，地域の多文化共生を推進した。 

  



４ 広報・広聴機能の充実 

 (1) 広報・広聴機能の充実 

  ・ソーシャルメディアの活用，市
Ｗｅｂページの充実やより魅力
的な市政はこだてとするための
取組みなど，市民に伝わる広報
をめざすとともに，より多くの
市民の意見や提言を把握し，施
策への反映につなげるため，広
報・広聴機能の充実に努めます｡ 

広報広聴課 Ｂ 

・市政はこだての特集ページを継続するとともに,
ＬＩＮＥによるアンケートを実施して市民意見
を把握するなど広報機能を強化した。 

 
・函館市ソーシャルメディア利用ガイドラインを
改訂するなど，ＳＮＳの効果的な利用に取り組
んだ。 

５ 東部地区の地域振興 

 (1) 東部地区の地域振興 

  ・東部地区において，人口減少や
高齢化が著しく進行している状
況を踏まえ，将来にわたって，
地域特性を生かした，活力ある
地域として持続できるよう地域
の振興に努めます。 

計画調整課 Ｂ 

・財政上の支援措置等を活用しながら，過疎地域
の持続的な発展をめざす指針とするため，新た
な函館市過疎地域持続的発展計画(2026～2030)
を策定した。 

６ 広域行政の推進 

 (1) 広域連携の強化 

  ・南北海道の各自治体との連携・
協力関係を密にし，北海道新幹
線や高速道路網，空港，港湾の
整備促進など，様々な広域的課
題に取り組むほか，南北海道地
域の発展のため，函館市と周辺
市町が連携・協力しながら，
「南北海道定住自立圏共生ビ
ジョン」に基づく事業の推進に
努めます。 

計画調整課 

 

国際・地域

交流課 

Ｂ 

・南北海道定住自立圏共生ビジョンについては，
担当課長会議や懇談会の開催を通じて，地域間
連携を図るとともに，ＫＰＩ等の進捗状況の把
握と評価を行い，所要の変更を行った。 

 
・また，更なる連携の深化を図るため，連携中枢
都市圏への移行に向けた協議を開始する旨南北
海道市町村連絡協議会において合意した。 

 (2) 青函交流の推進 

  ・「青森・函館ツインシティ推進
協議会」などを通じ，青函交流
の活性化に努めます。 

国際・地域

交流課 
Ｂ 

・市ホームページ等での情報発信，北海道・北東
北の縄文遺跡群ＰＲ事業の実施など青函交流を
推進した。 
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